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平成３１年度農林水産関係予算の重点事項（案） 
 

１ 担い手への農地集積・集約化等による構造改革の推進  

 

⑴ 農地中間管理機構による農地集積・集約化と農業委員会による農地利用の最適化  

 

① 農地中間管理機構等による担い手への農地集積・集約化の加速化 

 

・ 担い手への農地集積・集約化を加速化するため、農地中間管理事業の５年後見直しを踏ま

え、人・農地プランの実質化の推進、機構の事業運営、地域等に対する協力金の交付、農地

利用の 適化に向けた農業委員会の積極的な活動等を支援 

 

② 農地の大区画化等の推進＜公共＞ 

 

・ 農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者からの申請によらず、都道府県

が、農業者の費用負担等を求めずに基盤整備事業を実施すること等により、地域の特性に応

じた農地の大区画化・汎用化等を推進 

 

③ 農地耕作条件改善事業 

 

・ 農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化や高収益作物への転換を推進する

ため、機構による担い手への農地の集積・集約化が行われる地域等において、農業者の費用

負担の軽減を図りつつ、事業を実施すること等により、区画拡大等を促進 

 

④ 樹園地の集積・集約化の促進 

 

・ 農地中間管理機構等が園地を借り受け、園地整備と改植を行う取組を支援 

 

⑤ 農業委員会の活動による農地利用最適化の推進 

 

・ 農地利用の 適化の推進のための農業委員会の活動に必要な経費を支援 

 

⑥ 機構集積支援事業 

 

・ 所有者等の農地利用の意向調査、所有者不明農地の権利関係の調査、農地情報公開システ

ムの改良・維持管理、農業委員等の資質向上に向けた研修等を支援 

 

⑵ 多様な担い手の育成・確保と農業の「働き方改革」の推進 

 

 

① 農業経営法人化支援総合事業 

 

・ 円滑な経営継承や農業の「働き方改革」に資する労働環境の改善など農業経営上の諸課題

に対する関係機関と連携した経営相談体制を整備すること等により、農業経営の法人化等を

支援 
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② 農業人材力強化総合支援事業 

 

・ 次世代を担う人材を育成・確保するため、就農前後に必要となる資金の交付（農業次世代

人材投資事業）、雇用就農を促進するための農業法人での実践研修（農の雇用事業）のほ

か、農業者が営農しながら経営ノウハウを学ぶ場（農業経営塾）の展開や「働き方改革」の

実践による労働力確保を推進する産地等を支援 

 

③ 農業支援外国人適正受入サポート事業 

 

・ 農業分野等における外国人材の適正な受入れに向けて、現場で即戦力となり得る外国人材

の知識・技能の確認等を支援 

 

④ 女性が変える未来の農業推進事業 

 

・ 地域のリーダーとなり得る女性農業経営者の育成や、女性が働きやすい農業労働環境づく

りを支援 

 

⑤ 農業協同組合の監査コストの合理化の促進 

 

・ 公認会計士監査への移行に際し、監査コストの合理化を図るための農協の主体的な取組を

支援 

 

２ 水田フル活用と経営所得安定対策の着実な実施 
 

⑴ 戦略作物や高収益作物への転換の促進 

 

① 水田活用の直接支払交付金 

 

・ 米政策改革の定着に向け、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の単価や助成体系を維持し、

作付面積の増加にも対応して支援。また、産地交付金により、主食用米からの更なる転換の

促進のための深掘支援を追加するなど、水田フル活用を推進 

 

② 農業再生協議会の活動強化等 

 

・ 農業再生協議会が行う水田フル活用ビジョンの作成・周知や経営所得安定対策等の運営に

必要な経費を支援 

 
⑵ 高収益作物への転換のための基盤整備 

 

① 水田の畑地化・汎用化の推進＜公共＞ 

 

・ 高収益作物への転換を促進するため、水田の畑地化・汎用化のための基盤整備を推進 
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② 農地耕作条件改善事業（再掲） 

 

・ 基盤整備を機動的に進めるとともに、高収益作物の転換に向けた計画の策定から営農定着

に必要な取組を支援 

 
⑶ 米の需要拡大等の促進 

 

① 米穀周年供給・需要拡大支援事業 

 

・ 豊作の影響等により必要が生じた場合に、産地が自主的に行う米の年間を通じた安定販

売、需要拡大等の取組を支援 

 

② 米粉の需要拡大・米活用畜産物等のブランド化等 

 

・ 米粉の需要拡大や飼料用米を活用した畜産物等のブランド化等の取組を支援 

 
⑷ 経営安定対策の着実な実施 

 

① 畑作物の直接支払交付金 

 

・ 麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等の畑作物を生産する認定農業者等の担い手

に対し、ＴＰＰ１１等の発効も踏まえて、経営安定のための交付金を着実に交付 

 

② 収入減少影響緩和対策交付金 

 

・ 認定農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆等の収入が標準的収入額を下回った場合に、

その差額の９割を補塡（加入者と国が１対３の割合で負担） 

 

③ 収入保険制度の実施 

 

・ 農業保険法に基づき、収入保険制度の加入者の負担軽減を図るとともに、事務が円滑に進

められるよう、保険料、積立金等の国庫負担を実施 

 

３ 強い農業のための基盤づくりと「スマート農業」の実現 

 
⑴ 農業農村基盤整備（競争力強化・国土強靱化） 

 

① 農業農村整備事業＜公共＞ 

 

・ 農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、農地集積の加速化・農業の高付加

価値化のための農地の大区画化・汎用化や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設

の長寿命化や豪雨・耐震化対策等を推進 
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② 農地耕作条件改善事業（再掲） 

 

・ 農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化や高収益作物への転換を推進する

ため、機構による担い手への農地の集積・集約化が行われる地域等において、農業者の費用

負担の軽減を図りつつ、事業を実施すること等により、区画拡大等を促進 

 

③ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 

・ 農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能を安定的に発揮させるため、機動的かつ効

率的な長寿命化対策及び防災減災対策を支援 

 

④ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 

 

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策に必要な

交付金を交付 

 
⑵ 持続的な農業の発展に向けた生産現場の強化 

 

 

① 強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

 

・ 産地の収益力強化と担い手の経営発展を推進するため、産地・担い手の発展の状況に応じ

て、必要な農業用機械・施設の導入を農業経営体の規模に応じ切れ目なく支援 

（強い農業づくり交付金と経営体育成支援事業を統合）  

 

② 持続的生産強化対策事業 

 

・ 産地の持続的な生産力強化に向けて、農業者や農業法人、民間団体等が行う生産性向上や

販売力強化に向けた取組や、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を、関連事

業における優先採択と併せて総合的に支援 

 

ア 野菜・施設園芸支援対策 

 

・ 水稲からの作付転換による新たな園芸産地の育成、加工・業務用野菜への転換、施設園

芸における生産性向上と規模拡大を加速化する取組等を支援  

 

イ 果樹支援対策 

 

・ 優良品種・品目への改植やそれに伴う未収益期間に対する支援を行うとともに、早期の

成園化を可能とする大苗育苗、省力樹形の導入に必要となる苗木生産体制の構築のための

取組等を支援 

 

ウ 茶・薬用作物等支援対策 

 

・ 茶や薬用作物など地域特産作物について、地域の実情に応じた生産体制の強化や需要の

創出等に関する取組を総合的に支援 
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エ 花き支援対策 

 

・ 花きの生産拡大を図るため、品目ごとの特徴に応じて、生産から流通・消費拡大に至る

一貫した取組を支援 

 

③ 野菜価格安定対策事業 

 

・ 野菜生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における生産者補給

金を交付 

 

④ 甘味資源作物生産支援対策 

  

・ 国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整し、甘味資源作物生産者等の経営安定を図るた

めの交付金を交付するとともに、「さとうきび増産基金」による台風等の自然災害からの回

復に向けた取組、さとうきびやかんしょの生産性向上に必要な農業機械導入や土づくりの推

進、単収の向上、新品種への転換、分みつ糖工場の「働き方改革」に向けた取組等を支援 

 
⑶ 畜産・酪農の競争力強化 

 

① 畜産・酪農経営安定対策 

 

・ 意欲ある生産者が経営の継続・発展に取り組める環境を整備するため、ＴＰＰ１１等の発

効も踏まえて、畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援 

 

② ＩＣＴを活用した畜産経営体の生産性向上対策 

 

・ 酪農家や肉用牛農家の労働負担軽減・省力化に資するロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技

術の導入や、畜産農家に高度かつ総合的な経営アドバイスを提供するためのビッグデータ構

築を支援 

 

③ 畜産生産力・生産体制強化対策事業 

 

・ 繁殖基盤の強化に向けた肉用牛の繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産に向けた取組、肉用

牛・乳用牛・豚に係る家畜改良、国産飼料の増産や未利用資源の飼料利用拡大に向けた取組

等を総合的に支援 

 

④ 環境負荷軽減に向けた酪農経営支援対策 

 

・ 資源循環の促進、地球温暖化防止、生物多様性保全等の環境負荷軽減に取り組む酪農家を

支援 

 

⑤ 草地関連基盤整備＜公共＞ 

 

・ 畜産経営規模の拡大や畜産主産地の形成に資する飼料生産の基盤整備等を推進 
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⑷ 生産資材価格の引下げ、流通・加工の構造改革 
 

① 農業競争力強化プログラムの着実な実施に向けた調査 

 

・ 国内外における農業資材の価格、農畜産物の流通実態等を調査 

 

② 食品流通拠点整備の推進 

 

・ 品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要なスト

ックポイント等の整備を支援 

 

③ 食品流通合理化促進事業 

 

・ 食品流通の合理化を図るため、パレットの導入やロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を

活用した商品管理等による物流の効率化に向けた取組、市場間のネットワーク構築など新た

な流通技術の導入等に向けた取組を支援 

 

④ 農業生産関連事業の事業再編・事業参入、流通構造改革の支援 

 

・ （株）農林漁業成長産業化支援機構、（株）日本政策金融公庫を通じ、事業再編計画・事

業参入計画の認定を受けた農業生産関連事業者や食品等流通合理化計画の認定を受けた食品

等流通事業者を出融資により支援 

 
⑸ 「スマート農業」の実現と農林水産・食品分野におけるイノベーションの推進  
 

①  最先端の「スマート農業」の技術開発・実証 

 

・ ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活用した「スマート農業」の全国展開の加速化に

資する技術開発・実証を推進 

 

 ア 最先端のスマート農業の技術開発 

 

・ 農業者等のニーズを踏まえ、産学官連携等により、スマート農業に関する革新的な技術

開発を支援 

 

 イ スマート農業加速化実証プロジェクト 

 

・ スマート農業に関する 先端の技術を現場に導入・実証することによりスマート農業技

術の更なる高みを目指すとともに、社会実装の推進に資する情報提供等を支援 

 

② 戦略的プロジェクト研究推進事業 

 

・ 農林漁業者等のニーズを踏まえた明確な研究目標の下、農林漁業者、大学、研究機関、民

間企業がチームを組んで行う農林漁業者等への実装までを視野に入れた技術開発を支援 
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③ 「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 

 

・ 農林水産分野に様々な分野の知識・技術等を結集（「知」の集積と活用の場）し、革新的

な技術を生み出して商品化・事業化につながる産学官連携研究を支援 

 

④ 食品産業イノベーション推進事業 

 

・ 食品製造業から外食・中食産業に至る食品産業全体の生産性向上に向けて、ロボット・Ａ

Ｉ・ＩｏＴ等の先端技術の活用や人材育成等の取組を支援 

 

⑤ 次世代につなぐ営農体系の確立支援 

 

・ 持続的生産に向けた産地の課題解決のため、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を組み

入れた新たな営農技術体系を検討する取組等を支援 

 

⑥ ＩＣＴを活用した畜産経営体の生産性向上対策（再掲） 

 

・ 酪農家や肉用牛農家の労働負担軽減・省力化に資するロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技

術の導入や、畜産農家に高度かつ総合的な経営アドバイスを提供するためのビッグデータ構

築を支援 

 

⑦ 開発技術の迅速な普及 

 

・ 普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うとともに、担い手のニーズに

即した開発技術の迅速な社会実装を支援 

 

４ 農林水産業の輸出力強化と農林水産物・食品の高付加価値化 

 
⑴ 農林水産業の輸出力強化 

 

① 海外需要創出等支援と輸出環境整備 

 

・ 海外における日本産農林水産物・食品の販売促進活動の更なる強化・充実を図るため、Ｊ

ＦＯＯＤＯ（日本食品海外プロモーションセンター）による重点的・戦略的プロモーション

やＪＥＴＲＯによる輸出総合サポート、分野・テーマ別の輸出先市場開拓等を支援するとと

もに、輸出環境整備に係る科学的データの分析等や、自ら輸出環境の整備（既存添加物の登

録等）に取り組む事業者を支援 

 

② グローバル産地の形成支援 

 
・ ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）を推進するため、輸出に積極的に取り組も

うとする産地・農業者等によるコミュニティの形成とともに、グローバル産地の形成に係る

計画の策定や同計画に基づくソフト面・ハード面の各種メニューを活用した産地形成、コメ

の輸出向け低コスト生産技術の導入を支援 
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③ 輸出促進に資する動植物検疫等の環境整備 

 

・ 国産農林水産物の輸出を促進するため、我が国の輸出に有利な国際的検疫処理基準の確

立、輸出検疫協議の迅速化を図るための技術的データの蓄積、産地が輸出先国の検疫条件や

残留農薬基準を満たす農産物を生産するための技術的サポート、家畜疾病対策等を実施 

 
⑵ 規格・認証、知的財産の戦略的推進 

 

① ＧＡＰ拡大の推進 

 

・ 国際水準ＧＡＰの取組・認証取得の拡大に向け、指導員による指導活動や認証取得拡大の

推進等を総合的に支援 

 

② 地理的表示保護制度活用総合推進事業 

 

・ ＧＩ（地理的表示）保護制度の活用により地域産品のブランドを守るため、ＧＩの登録申

請等を支援するとともに、日ＥＵ・ＥＰＡに基づくＧＩの相互保護等に向けたＧＩ産品の普

及啓発や海外での知的財産の保護・侵害対策を実施 

 

③ 植物品種等海外流出防止総合対策事業 

 

・ 海外への我が国種苗の流出・無断増殖を防止するため、海外における品種登録（育成者権

取得）を支援するとともに、出願マニュアル作成、東アジア植物品種保護フォーラム開催等

を支援 

 

④ 日本発規格の国際化 

 

・ 日本産品の強みのアピールにつながるＪＡＳの制定及び国際化に向けた調査を実施すると

ともに、日本の食文化に適用しやすい日本発の食品安全管理規格・認証スキームの普及と国

際標準化の取組を支援 

 
⑶ 農林水産物・食品の高付加価値化 

 

① 食料産業・６次産業化交付金 

 

・ ６次産業化の市場規模を拡大するとともに、これに伴う付加価値のより多くの部分を農村

地域に還元させるため、加工・直売、バイオマス利活用、フードバンク活動を通じた食品ロ

ス削減等の取組を支援 

 

② ６次産業化の推進 

 

・ 農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新商品開発・販路開拓及び施設整備、関係機関

との連携の下で６次産業化プランナーが行う事業者等に対するサポート体制の整備、外食・

中食における地場産食材の取引先確保の取組等を支援 
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③ 食育の推進と国産農産物の消費拡大 

 

・ 第３次食育推進基本計画に基づき地域の関係者が連携して取り組む地産地消を始めとした

食育の推進や、和食文化の保護・継承、国産農林水産物の消費拡大に向けた魅力発信等の取

組を支援 

 

④ 農林漁業成長産業化ファンドの積極的活用 

 

・ （株）農林漁業成長産業化支援機構を通じ、生産・流通・加工等の産業間が連携した取組

について、資本の提供と経営支援を一体的に実施 

 

５ 食の安全・消費者の信頼確保 

 

① 安全な生産資材の供給体制の整備 

 

・ 改正農薬取締法の円滑な運用に向けた農薬登録に関するシステム刷新、安全かつ低コスト

な肥料の供給に向けた科学データの収集分析、リスク管理措置の基礎となる試験法の開発等

を推進 

 

② 薬剤耐性対策 

 

・ 動物からヒトへの伝播が懸念されている薬剤耐性菌の調査・解析、農薬登録されている抗

菌剤の薬剤耐性のリスク評価に必要な調査等を実施 

 

③ 消費・安全対策交付金 

 

・ ジャガイモシロシストセンチュウ等の重要病害虫について、侵入警戒調査、侵入時の発生

範囲の特定調査、防除対策を一貫して実施することにより、国内での定着・まん延防止を徹

底するとともに、鳥インフルエンザ等の家畜の伝染性疾病について、迅速・確実な診断体制

を確保するための検査機器・検査関連施設の整備等により、発生予防・まん延防止等の取組

を支援 

 

④ 家畜衛生等総合対策 

 

・ 鳥インフルエンザ等の家畜の伝染性疾病について、水際対策を実施するとともに、家畜伝

染病予防法に基づく発生予防・まん延防止対策や管理獣医師による生産性向上に向けた衛生

管理指導の実施等を支援 

 

⑤ 産地偽装取締強化等対策 

 

・ 原料原産地表示の円滑な導入を含め、適正な産地表示等を確保するため、食品の科学的分

析による原産地判別等を強化し、効果的・効率的な監視を実施 
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６ 農山漁村の活性化 

 
⑴ 日本型直接支払の実施 

 

① 多面的機能支払交付金 

 

・ 農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、

地域住民を含む活動組織が行う地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付 

 

② 中山間地域等直接支払交付金 

 

・ 中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するため、条件不利地域での農業生産活

動を継続して行う農業者等に交付金を交付 

 

③ 環境保全型農業直接支払交付金 

 

・ 化学肥料及び農薬の５割低減の取組と合わせて、地球温暖化防止等に効果の高い営農活動

を行う農業者団体等に交付金を交付 

 
⑵ 中山間地農業の所得向上を始めとした農山漁村の活性化 

 

 

① 中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 

 

・ 傾斜地等の条件不利性や鳥獣被害の増加など中山間地農業が置かれている状況を踏まえつ

つ、地域の特色を活かした多様な取組を後押しするため、多様で豊かな農業と美しく活力あ

る農山村の実現や、地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承に向けた取組を

総合的に支援 

 

② 「農泊」の推進 

 

・ 増大するインバウンド需要等を呼び込み、農山漁村の所得向上を図るため、「農泊」をビ

ジネスとして実施できる体制の構築や地域に眠っている資源の魅力ある観光コンテンツとし

ての磨き上げ等の取組、古民家等を活用した滞在施設、農林漁業体験施設等の整備を一体的

に支援 

（このほか、国有林において、多言語による情報発信、木道整備等を実施） 

 

③ 農山漁村振興交付金 

 

・ 農山漁村のコミュニティ機能や定住条件の強化のためのＩＣＴの活用、都市農業の振興、

福祉農園の整備等による農福連携、特色ある地域資源の活用等による山村活性化、生産施設

等の整備等の取組を総合的に支援 

 

④ 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

 

・ 鳥獣被害対策実施隊の増設・捕獲活動の一層の強化、侵入防止柵の設置やＩＣＴを活用し

た「スマート捕獲」等の鳥獣被害防止対策とともに、ジビエ利活用の拡大に向けたモデル地

区の横展開を支援するほか、森林被害防止のための広域・計画的な捕獲等をモデル的に実施 
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⑤ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

 

・ 火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備やこれと一体的に行う用水確保

対策等を支援 

 
⑶ 再生可能エネルギーの導入・活用の推進 

 

① 再生可能エネルギー導入等の推進 

 

・ 太陽光発電を始めとした再生可能エネルギー事業によるメリットを地域の農林漁業の発展

に活用する取組や地域のバイオマスを活用した産業化等に必要な施設整備等を支援 

 

② 木質バイオマスの利用拡大 

 

・ 集落を中心とした「地域内エコシステム」の構築に向けたモデル的な取組や新たなマテリ

アル利用の促進に向けた技術開発等を支援 

 

７ 林業の成長産業化と生産流通構造改革の推進 

 

 

森林が本格的な主伐期を迎えるという状況の変化に積極的に対応し、新たな森林管理システム

と森林環境税（仮称）の創設による林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現するととも

に、木材の輸出も含めた需要拡大を行うことにより、時代の転換期に即した森林・林業施策を充

実 

 

① 林業成長産業化総合対策＜一部公共＞ 

 

・ 森林経営管理法に基づく新たな森林管理システムを推進するため、森林の経営管理を担う

意欲と能力のある林業経営者の育成や経営の集積・集約化を進める地域への路網整備・高性

能林業機械の導入、川上から川下までを結ぶサプライチェーンの構築による流通コストの削

減、ＣＬＴ（直交集成板）等の利用促進など木材需要の拡大等に向けた取組を総合的に支援 

 

ア 林業・木材産業成長産業化促進対策 

 

・ 意欲と能力のある林業経営者を育成し、木材生産を通じた持続的な林業経営を確立する

ため、出荷ロットの大規模化、資源の高度利用を図る施業、路網整備、高性能林業機械の

導入、木材加工流通施設の整備等を総合的に支援 

 

イ スマート林業の促進 

 

・ ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活用した森林施業の効率化や需給マッチングに

よる流通コストの削減などスマート林業の構築に向けた取組、施業現場の管理者育成等を

支援 
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ウ 木材需要の拡大・生産流通構造改革促進対策 

 

・ 「伐って、使って、植える」というサイクルを回すためには木材の需要拡大が重要であ

ることから、ＣＬＴ等の利用促進や民間との連携による中高層・非住宅建築物等への木材

利用の促進や公共建築物の木造化・木質化などによる新たな木材需要の創出、高付加価値

木材製品の輸出拡大、サプライチェーン構築に向けたマッチング等の取組を支援 

 

② 森林整備事業＜公共＞ 

 

・ 林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現するため、新たな森林管理システムが導

入される地域を中心に、間伐や路網整備、再造林等を推進するとともに、国土保全や地球温

暖化防止等に貢献 

 

③ 「緑の人づくり」総合支援対策 

 

・ 林業への就業前の青年に対する給付金の支給や、「緑の雇用」事業により新規就業者を現

場技能者に育成する研修等を支援するとともに、新たな森林管理システムと森林環境税（仮

称）の創設を踏まえ、市町村の森林・林業担当職員を支援する人材の育成を推進 

 

④ 森林・山村多面的機能発揮対策 

 

・ 森林・山村の多面的機能の発揮を図るため、地域における活動組織が実施する森林の保全

管理や森林資源の利用等の取組を支援 

 

⑤ 治山事業＜公共＞ 

 

・ 豪雨災害など激甚化する災害に対する山地防災力強化のため、荒廃山地の復旧・予防対

策、総合的な流木対策の強化等を推進 

 

⑥ 花粉発生源対策推進事業 

 

・ 花粉症対策苗木への植替え、花粉飛散防止剤の実証試験、スギ・ヒノキの雄花着花状況調

査等の取組とともに、これらの成果の普及啓発等を一体的に支援 

 

⑦ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策に必要な

交付金を交付 
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８ 水産改革を推進する新たな資源管理と水産業の成長産業化 

 

① 新たな資源管理システムの構築 

 

ア 資源調査・評価の充実 

 

・ 調査船調査、漁船を活用したデータ収集、市場調査等を拡充することにより、資源評価

対象種の拡大や資源評価の精度向上等を支援 

 

イ 新たな資源管理に適合した操業体制の確立 

 

・ ＴＡＣ対象魚種の拡大、ＩＱ導入など新たな資源管理措置への移行に伴う減船・休漁等

により影響を受ける漁業者等を支援 

 

ウ スマート水産業の推進 

 

・ ＩＣＴの活用等により、効率的に操業データ等を収集する体制の整備やデータを連携さ

せる仕組みの検討、漁場探索技術の開発等を支援 

 

② 漁業の成長産業化に向けた重点的な支援 

 

ア 漁船漁業の構造改革 

 

・ 高性能漁船の導入等による収益性向上や、居住性・安全性・作業性の高い漁船の計画

的・効率的な導入手法等の実証の取組を支援 

 

イ 沿岸漁業の競争力強化 

 

・ 漁業所得の向上を目指す漁業者による共同利用施設の整備、浜と企業の連携の推進など

浜プランの着実な推進を図るとともに、浜の構造改革に必要な漁船、漁具等のリース方式

による導入を支援 

 

ウ 先端的養殖モデル地域の重点支援 

 

・ 養殖業の成長産業化に向けて、輸出等を視野に入れ、大規模沖合養殖システムの導入や

新技術を用いた協業化の促進等による収益性向上のための実証等の取組を支援 

 

エ 生産から消費に至る水産バリューチェーンの構築 

 

・ 産地市場の統合・機能強化や消費地における産地サイドの流通拠点の確保など、生産・

加工・流通等のバリューチェーン関係者が一体となった取組を支援 
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③ 増養殖対策 

 

・ 養殖業の成長産業化に向けて生産から販売・輸出に至る官民の関係者が一体となって取り

組む枠組みの構築、低コスト・高効率飼料等の開発、サケの回帰率向上に必要な稚魚生産能

力に応じた放流体制への転換、広域種の適切な放流費用負担の仕組みの構築、ウナギ等の内

水面資源の回復と適切な管理体制の構築等を支援 

 

④ 漁村の多面的機能の発揮等 

 

・ 漁業者等が行う藻場・干潟の保全や国境監視など水産多面的機能の発揮に資する取組や離

島の漁業再生等に資する取組、有害生物・赤潮等による漁業被害防止対策等を支援 

 

⑤ 外国漁船対策等 

 

・ 我が国周辺海域における水産資源の管理と操業秩序の維持のため、外国漁船の違法操業等

に対する漁業取締体制等を強化 

 

⑥ 捕鯨対策 

 

・ 商業捕鯨の再開を目指して、鯨類科学調査の安定的な実施、持続的利用に向けた関係国と

の連携強化や捕鯨の将来の姿の検討を支援 

 

⑦ 水産基盤整備事業＜公共＞ 

 

・ 産地市場統合や養殖適地の確保など水産改革と連動した水産基盤の整備や、衛生管理対

策、水産資源の回復対策、漁業地域の地震・津波対策、漁港施設の長寿命化対策、漁港の有

効活用を推進 

 

⑧ 漁港の機能増進 

 

・ 就労環境の改善、漁港利用者の安全性の向上、漁港施設の有効活用等に加えて、流通や養

殖機能の強化に資する施設の整備を支援 

 

⑨ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策に必要な

交付金を交付 

 

９ 重要インフラの緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靱化のための緊急対策 
 

① 農業水利施設の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 農業水利施設について、耐震化対策などの非常時にも機能を確保するために必要な施設の

改修・更新等を実施 
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② ため池の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 下流への影響が特に大きく、早急に対策が必要な防災重点ため池について、機能や安全性

確保のための改修や利用されていないため池の統廃合等を実施 

 

③ 治山施設等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 山腹崩壊や流木被害等のおそれのある地域について、治山施設の設置等により、荒廃山地

の復旧・予防対策等を実施 

 

④ 森林の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 山腹崩壊や流木被害等のおそれのある地域について、山地災害の未然防止や林道機能の確

保等を図るため、荒廃森林の間伐や森林の緊急造成、法面崩壊等の危険性が高い林道の改良

整備等を実施 

 

⑤ 流通拠点漁港等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 災害発生時に主要施設の倒壊や電源喪失による被害のおそれのある流通拠点漁港等につい

て、防波堤等の強化や主要電源の浸水対策、非常用電源の設置等を実施 

 

⑥ 海岸堤防等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 海岸堤防等について、高潮や津波に対し必要な堤防高確保のための整備や耐震対策等を実

施 

 

⑦ 農業用ハウスの緊急対策 

 

・ 老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な農業用ハウスについて、被害防止計画を

策定した上で実施するハウスの補強や防風ネットの設置等の対策を支援 

 

⑧ 卸売市場の緊急対策 

 

・ 停電により運営に支障の生ずるおそれの強い卸売市場について、停電時の電源確保等に向

けた取組を支援 
 

（注）このほか、独立行政法人農畜産業振興機構事業において、緊急点検の対象となった畜産関係施設

（酪農家、貯乳施設、乳業施設、食肉処理施設）をはじめ、畜産農家の電源確保等に向けた取組を支

援 

 


